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第 1 章  序論 
 





100 年以上を経た現在も健全な状態で供用されている(1.1)。また，写真 1-2 に示す惣郷川橋梁（山
































写真 1-1 島田川橋梁 写真 1-2 惣郷川橋梁 
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構造物における諸課題について継続的に検討が行われている。 







































図 1-1 福岡トンネルコンクリート塊剥落事故の概要(1.3) 







スの Eugéne Freyssinet によって執筆された論文（「新しい考え方と方法（Idées et voies nouvelles）」）
にプレストレスという言葉が登場し(1.9)，我が国においても第二次世界大戦直前頃から研究が進
められてきた。我が国における PC 橋梁としては，1951 年に石川県七尾市に最初のプレテンショ
ン方式 PC 桁である長生橋（支間 3.8m，単純スラブ桁）が，また，翌年には福井県坂井市に初の
ポストテンション方式 PC 桁である十郷橋（支間 7.0m，単純 T 桁）が架設されている。いずれも
道路橋で，長生橋は，河川改修によって 2001 年 9 月に撤去，架け替えられており，撤去した長
生橋の桁を用いて材料試験，載荷試験等が行われた結果，PC 鋼線には腐食がほとんど発生して
おらず，耐荷力も十分有しており，健全性が保たれていたことが報告されている(1.10)。鉄道につ
いては，1953 年に大阪駅構内に初のポストテンション方式 PC 桁（支間 4.9m）が，また，翌年
には同大阪駅構内にプレテンション方式 PC 桁（支間 5.0m）が施工されている。さらに，1954








た事例が報告されている。1985 年には Ynys-y-Gwas 橋（イギリス）(1.13)で，2000 年にはノースカ
ロライナ歩道橋（アメリカ）(1.14)で落橋事故が発生しており，日本でも 1989 年に長野県の新菅橋
（橋長 26m，ポストテンション方式単純箱桁，1965 年竣工）(1.15)で，1990 年に岐阜県の島田橋（橋





テンション方式 PC 桁では，PC グラウトの充填不足による PC 鋼材の腐食に起因する場合が多く，
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1.2  本研究の目的 
PC 橋梁を永く健全な状態で使用し続けるためには，危険な状態になる前に性能低下の兆候を
的確に把握し，時期を逸することなく必要な対策を講じることが肝要である。上述したように，
PC グラウトの充填不足に起因して PC 鋼材が腐食，破断し，それに伴ってプレストレスが著しく
低下した場合には，供用性が失われるとともに，最悪の場合には落橋に至る恐れがある。したが















































































定着部 外ケーブル センサ 外ケーブル 偏向部 
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第 1 章「序論」では，本研究の背景，目的について述べ，本論文の構成を示した。 
 
第 2 章「鉄道 PC 桁の維持管理の現状と課題」では，山陽新幹線 PC 桁を対象として，標準設計，
施工，維持管理方法，変状事例と対策について取りまとめ，維持管理における課題を整理した。











ソリッド要素を用いた 3 次元非線形 FEM 解析値と比較することによってファイバーモデルの妥
当性を検証した。さらに，第 2 章で示した PC グラウトの充填不足が生じやすい箇所を踏まえて，














元非線形 FEM 解析によってせん断耐力の評価，検証を行った。 
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第 2 章  鉄道 PC 桁の維持管理の現状と課題 
 
2.1  本章の目的 
「平成 22 年度鉄道統計年報」(2.1)によると，JR 旅客鉄道会社の全営業キロは 20,124km であり，
このうち橋梁は 92,909 箇所，総延長 2,116km となっている。プレストレストコンクリート（以
下，PC と表記）鉄道橋の延長は全橋梁中の 13.2％であり，鉄筋コンクリート（以下，RC と表記）
鉄道橋の 49.4％，鋼鉄道橋の 24.8％よりも少ない。これは，PC 鉄道橋は，第二次世界大戦後に
発展を遂げた構造形式であることによっていると考えられる。ただし，近年では，騒音，振動な
どの環境対策としてコンクリート橋を採用するケースが増えており，このうち，中長スパンの新




の充填不足による PC 鋼材の腐食に起因する場合が多いが，第 1 章 1.2「本研究の目的」に示し



























図 2-1 山陽新幹線の構造種別と橋梁・高架橋の内訳 
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1964 年に開業した東海道新幹線では，桁長が概ね 25m 以上の中長スパンの橋梁には鋼桁を用
いているが，山陽新幹線では，騒音防止に配慮するために PC 桁が多用されている。 
山陽新幹線におけるPC桁の構造形式は多種にわたっている。主な構造形式とその連数を図2-2
に示す。約 1200 連のうち PCI 形桁が約 80％，PC 箱形桁が約 10％を占めている。少数ではある


























2.3  山陽新幹線PC桁の標準設計および施工 






































図 2-3 山陽新幹線 PC 桁の支間 
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表 2-2 コンクリートの標準配合(2.8),(2.9) 
450 N 420 25 5±1 4.5±1 34
420 N 405 25 5±1 4.5±1 36
400 N 385 25 5±1 4.5±1 37
中埋 - - 300 N 300 25 5±1 4.5±1 46
1971.2 400 N 384 25 5±1 4.5±1 37
1972.11 450 N 479 25 6±1 4.0±1 33
1971.2 400 N 410 20 5±1 4.5±1 39
1972.11 450 N 460 20 6±1 4.0±1 37
1971.2 300 N 315 25 7±1 4.5±1 46
1972.11 350 N 406 25 8±1 4.5±1 39
1971.2 300 N 322 20 7±1 4.5±1 50














































































細骨材 S 粗骨材 G
ふるい分け試験 JIS A1102 ○ ○
単位容積重量試験 JIS A1104 ○ ○
比重および吸水量 JIS A1109，1110 ○ ○
有機不純物試験 JIS A1105 ○
安定性試験 JIS A1122 ○ ○
洗い試験 JIS A1103 ○ ○
モルタル圧縮強度試験 土木学会 24章 ○
軟石量試験 JIS A1126 ○
細骨材塩分含有量試験 JASS5 塩分検知管 ○
※ (A)：必ず実施するもの，(B)：必要により実施するもの
区分※ 試験項目 試験方法 種類
(A)
(B)
表 2-3 骨材試験(2.8) 
表 2-4 PC 鋼材定着部跡埋め材の標準配合(2.8) 
332 砂利25 45
315 砕石20 50
モルタル 240 N 727 5 190±1（フロー） - 35
※ N：普通ポルトランドセメント
コンク
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(2) PC グラウト  
工事記録(2.9)によると，PC グラウトに期待する性質として，十分な充填性による錆からの保護，
付着強度の確保となっており，さらに，PC グラウトが不十分な場合および不適当な PC グラウト
混和剤を使用した場合には PC 鋼材の破断が懸念されることから，PC グラウトの配合設計，材料
の選定，PC グラウト注入用機械および注入作業などは特に十分な注意を払う必要があるとの記
載がある。これより，施工当時から PC グラウトの重要性は認識されていたものと推察される。 





















 (3) PC 鋼材 
1) 鋼材諸元 
PC 鋼材は JIS G 3536（PC 鋼線および PC 鋼より線）によるものとしている。主桁に用いる PC
鋼材の許容引張力を表 2-8 に示す(2.8)。また，横締め用の PC 鋼棒の品質は，「プレストレストコ
ンクリート設計施工指針」（土木学会）第 10 条(2.5)の規定によることとしている。PC 鋼材の一部
は，図 2-5 に示すように桁の上縁で定着されている。上縁定着構造とすることで，PC 鋼材の延
長が短くなり，経済性を向上させることを狙ったものである。 






表 2-6 施工中の PC グラウトに関する試験項目(2.8) 









強度試験 型枠方法 上記に同じ σ7：150 kg/cm
2以上
σ28：200 kg/cm2以上













7～14 0.007 40 0～5 0
※ 有溝コーンを用いない場合










































図 2-5 上縁定着構造の事例 
上縁定着部 





































12φ5 236 1.85 41.4 36.6 32.9 29 24.8
12φ7 462 3.62 76.2 67.2 60.5 53.3 45.7
12φ8 603 4.74 96.6 84.6 76.1 67.6 58
  12T12.4 1115 8.75 195.6 166.8 150.1 136.9 117.4
12T12.7 1184 9.29 224.4 190.8 171.7 157.1 134.6

































2.4  現状の維持管理方法 

















表 2-9 施工会社と国鉄監督者の実施事項(2.8) 
監督者（国鉄）
事項 資料 事項※
PC鋼材 PC鋼材の品質試験 提出 試験記録 承諾 最初の1回立会
コンクリート 試験練 提出 配合試験結果 立会，承諾
グラウト試験 提出 試験成績表 立会，承諾
グラウト注入 提出 注入記録 受理
桁製作 支保工，型枠 提出 施工計画書 承諾
緊張前 提出 緊張計画書 承諾
引張装置 提出 試験記録 立会
摩擦係数，ヤング係数 提出 試験記録 立会
緊張作業 提出 緊張記録 承諾
※ 承諾：施工会社が申し出た事項について，検討のうえ監督員が同意すること
   立会：監督員またはその指示する職員が現場において施工状態を確認すること
 
種別 項目 施工会社 備考
グラウト
緊張










































表 2-11 構造物の状態と標準的な健全度の判定区分(2.10) 


































































































































図 2-6 鉄道構造物の維持管理フロー文献(2.10)に基づき作成 
 










































表 2-12 PC グラウト充填に関わる調査方法 





































































































































































図 2-7 橋梁保守管理システム 
写真 2-1 豆板の発生事例 










































図 2-8 高強度コンクリートの PC 桁に対する打込み試験(2.28) 
写真 2-2 シースに沿ったひび割れ発生状況の一例 
 










































写真 2-3 PC 鋼材表面の腐食状況の一例 写真 2-4 シース内の PCグラウト充填不足の一例 










































図 2-9 山陽新幹線における PC グラウト不良率の分布 
※ PC グラウト不良率=PC グラウト充填不足削孔数/削孔数 
















































0  1  2  3  4  5  6  7  8  9  10  11  12  13  14  15  16 
※ 充填不足の長さ：PC グラウト再注入施工時に充填されたPCグラウトの体積をシー 
ス断面積から主ケーブル断面積を除いた面積で除したもの 










































表 2-15 PC グラウトのシース内の流れにおよぼす要因とその傾向
注入圧力 先流れのしやすさ
空隙率 小さい程大 大きい程大 空隙率が小さい場合，シース長が長いケーブルへ適用することは困難
シースの配




































(c) PC 桁の偏向 付近もしくは 
(d) PC 桁の支間中央付近 
ストランド
グラウト 空隙








(c) PC 桁の偏向部付近 
 




(d) PC 桁の支間中央付近 
PC 鋼材 空隙 




















































































図 2-12 PC グラウト充填確認のための削孔範囲(2.41) 
 
削孔位置の事例 
支点から桁高の 1/2 の範囲 
桁上縁から桁高 
の 1/2 の範囲 
：削孔範囲 
写真 2-5 横締め PC 鋼棒の突出状況の一例 



















































     低粘性：JP漏斗試験における流下時間で6～14秒の範囲のグラウト




図 2-13 PC グラウト再注入方法(2.41) 
表 2-17 注入材の品質管理項目（試験練り） 






















































表 2-18 注入材の品質管理項目（日常管理試験） 





圧縮強度 JSCE-G531 30N/mm2以上(材齢28日) ① 工事開始前に1回










































表 2-19 PC 鋼より線の腐食に関する健全度評価と措置の例 
健全度評価 外観状況 状況 措置※ 質量減少率
強度
残存率













            ：PCグラウト再注入を実施すると腐食の抑制は期待できるが、既にPC鋼より線の強度が低下して
         いることから、PCグラウト再注入に加え，他の補修あるいは補強を行うことが望ましい状態
       ：PCグラウト再注入を実施しても、腐食の抑制は期待できないことから、PCグラウト再注入に

















































① PCグラウト充填調査に関わる課題   
PCグラウトの充填不足箇所を特定する技術は，表2-12に示したとおりで，非破壊検査を中心に
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第 3 章 鉄道 PCI 形桁における内ケーブル破断のモニタリングに関する研究 
 
3.1  本章の目的 
















要素を用いた 3 次元非線形 FEM 解析値と比較することによってファイバーモデルの妥当性を検
証した。さらに，第 2 章で示した PC グラウトの充填不足が生じやすい箇所を踏まえて，支間中
央の L/2 点（L：支間）および内ケーブルの偏向部近傍の L/4 点で内ケーブルの張力が部分的に消
失した場合の外ケーブルの張力変動に対するモニタリングの有効性について検証した(3.4)。 
 
3.2  大型供試体による実験 
3.2.1  供試体モデル 
山陽新幹線の複線ポストテンション方式 PC4 主 I 形桁（桁長 27.72m，桁高 2.5m）をモデルと




0N/mm2 となることを条件として算定した。その結果，図 3-2 に示すように内ケーブルは 1S17.8
を 8 本配置とし，そのうちの 3 本は実橋を模擬して上縁定着とした。また，外ケーブルは図 3-1
に示すように 2 箇所の偏向部と支間中央部にデビエータを設け，桁の両側面に設置した。コンク
リートの設計基準強度は 40kN/mm2で実験を行った材令 93 日における強度試験の結果を表3-1に，
使用した鋼材を表 3-2 に示す。 
 
3.2.2  供試体性能 
(1) 解析モデル 
実験計画を立案するために事前解析を実施した。事前解析の目的は，内ケーブルの張力を 1 本 














































250 2507506750 750 6750
P'=52.8kN P'=52.8kN
250250 支間長 15000





図 3-2 内ケーブル配置図 
P/2 P/2 
15  







67    
  
  







A-A 断面 B-B 断面 C-C 断面 
（単位：mm） 
表 3-1 コンクリートの強度試験結果 
圧縮強度 引張強度 弾性係数
[N/mm2] [N/mm2] [kN/mm2]























































































































図 3-3 解析モデル(1/2 スパン) 
(a) コンクリート（ソリッド要素） (b) 内ケーブル（埋め込み鉄筋要素） 
(c) 外ケーブル（トラス要素） (d) 鉄筋（トラス要素） 
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3.2.3  実験方法 
載荷実験はステップ 1～3 に区分し，全てのステップを 1 体の供試体を用いて実施した。各ステ
ップにおける内ケーブルの PC グラウト充填状況と外ケーブルの設置の有無を表 3-4 に示す。実
験では，内ケーブルの破断は張力を解放することで模擬しており，表 3-4に示すとおり，張力を









(1) ステップ 1 
ステップ 1 では，実橋における設計荷重のうち，付加死荷重および列車荷重に相当する荷重（以
下，設計相当荷重と表記）を載荷した場合の内ケーブルの破断による供試体の基本性状を確認す
ることを目的として実施した。図 3-5 に示す内ケーブルのうち C5～C8 の 4 本を対象に張力を①

















力変動を検知するために用いたセンサは 3 種類でセンサ毎に載荷実験を実施した。 



































図 3-5 内ケーブルの張力解放順序 
外ケーブル 外ケーブル 
（単位：mm） 
表 3-4 実験ステップにおける PC グラウト充填状況と外ケーブル設置の有無 
配置 緊張力
ステップ1 全数無し 無し －








ステップ3 有り 0.47P u ※





ブル 4 本の解放分に相当する 0.47 Pu の張力を導入した。外ケーブルに設置したセンサはステップ
2における実験結果および現場適用性等を考慮して，3種類のセンサから1つのセンサを選定した。  
 
3.2.4  センサ 


































図 3-6 光ファイバー（SI） 
(a) センサ写真（実験時） (b) センサ模式図 
表 3-5 外ケーブルひずみ・張力計測用センサ  
センサ種別 計測手法 計測対象 備 考






図 3-7 磁歪法（SⅡ） 
(a) センサ写真（実験時） (b) センサ模式図 
















3.2.5  測定項目 
実験では，桁のたわみ，外ケーブルの張力，コンクリートおよび鉄筋のひずみを計測した。桁
のたわみは，高感度変位計で，外ケーブル張力は，表 3-5 に示す 3 種類のセンサとロードセルで
計測した。高感度変位計，外ケーブル張力計測用センサおよびロードセルの配置を図 3-9 に示す。
なお，3 種類の外ケーブル張力計測用センサのうち，SⅠセンサについては，図 3-9 に示す外ケー
ブル①に 3 箇所（外ケーブル緊張側桁端部 1 箇所，固定側桁端部 1 箇所，桁中央部 1 箇所），外ケ
ーブル②に 1 箇所（固定側桁端部）設置し，SⅡセンサ，SⅢセンサについては，外ケーブル②の
固定側桁端部 1 箇所に設置した。また，ロードセルについては，固定側桁端部の外ケーブル①，















3.2.6  載荷パターン 
(1) 設計相当荷重 













図 3-8 磁歪法（SⅢ） 
(a) センサ写真（実験時） (b) センサ模式図 
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ル」に示す供試体のプレストレスの算定と同様に，実橋における支間中央桁下縁の曲げ応力度の
比率に基づき，図 3-2 に示す 2 点で載荷した場合に，固定死荷重，付加死荷重および列車荷重に










ステップ 1，ステップ 2 では，図 3-10(a)に示すように，内ケーブルの張力の解放本数ごとに載
荷荷重を変化させながら設計相当荷重 211kN（付加死荷重相当＋列車荷重相当）までを載荷し，
たわみ（ステップ 1，ステップ 2）と外ケーブルの張力（ステップ 2）を計測した。また，ステッ








































































解放 設計相当荷重時 211kN 
全死荷重時 106kN 
1 STEP-1 6 11 16 22 28 34 40 46 52 58 59 64 











































曲げ耐力（内ケーブル 4 本張力解放） 
内ケーブル緊張本数 
グラウト注入 
外ケーブル緊張 1 3 5 11 13 15 7 9 17 19 21 23 25 27 29 31 33 35 41 43 45 37 39 47 49 51 
(b)ステップ 3 
図 3-10 載荷手順 
表 3-6 設計相当荷重 
P/2(kN) P(kN)









- 45 - 
 
3.2.7  実験結果 
(1) ステップ 1 


















(2) ステップ 2 
3 種類の外ケーブル張力計測用センサのうち，SⅠセンサについては，図 3-9 に示す 4 箇所に設
置していることから，同一の載荷荷重に対するそれぞれのセンサでの外ケーブル張力の計測値（以
下，センサ張力と表記）を比較した。その結果，図 3-9 に示す外ケーブル①に設置した 3 箇所（外
ケーブル緊張側桁端部，固定側桁端部，桁中央部）のセンサについては，桁中央部のセンサ張力
が桁端部のセンサ張力と比較して最大 3.6kN，平均 0.9kN 大きな値を示した。外ケーブル緊張側
桁端部と固定側桁端部のセンサ張力では，最大 0.9kN，平均 0.4kN の乖離があった。外ケーブル
①，②の固定側桁端部のセンサ張力では，最大 2.2kN，平均 0.7kN の乖離があった。本来，同一
の外ケーブルに設置したセンサ張力は同一になるが，桁中央部でのセンサ張力が最も大きくなっ
た理由としては，横桁に設置した偏向部の摩擦による影響と考えられる。また，図 3-5 から内ケ
ーブルの張力の解放が 1 本（C8）または 3 本（C6～C8）の場合には，プレストレスの分布が桁断
面の左右で対称にならないことから，固定側桁端部のセンサ張力に乖離があるものと考えられる。 
内ケーブルの張力解放本数とセンサ張力の関係を図 3-12(a)，図 3-13(a)，図 3-14(a)に示す。
なお，センサ張力は，図 3-9 に示す外ケーブル②の固定側桁端部に設置したセンサでの値を用い
ている。載荷荷重が 0kN の場合は，内ケーブルの張力の解放により死荷重によってたわみが増加




たことから，ステップ 3 では，温度補正を 0.1℃単位に見直した。 















  0 kN（解析値）
211 kN（実験値）
106 kN（実験値）
  0 kN（実験値）
 
内ケーブル張力解放本数[本] 
(25.1mm：内ケーブル張力 4 本解放) 
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ステップ 1 からステップ 3 におけるひび割れ展開図を図 3-17 に示す。ステップ 1 においては，
内ケーブル 3 本張力解放，載荷荷重 211kN（図 3-10(a)イベント 57）で供試体支間中央部下面に 
図 3-15 ロードセル張力と SⅢセンサ張力との比較（ステップ 3） 











































(内ケーブル張力 4 本解放) 














幅 0.05mm の曲げひび割れが 1 本発生した。さらに，内ケーブル 4 本張力解放，載荷荷重 150kN
（図 3-10(a)イベント 62）で曲げひび割れが供試体ウェブに伸展した。ステップ 2 では曲げひび




3.3  外ケーブル張力変動量の簡易計算法 




























































































































(a) ステップ 1，ステップ 2 
固 側 緊張  
図 3-17 ひび割れ図 
(b) ステップ 3 

















3.3.2  変位曲線 
ステップ 3 の変位曲線の算定結果を図3-19に示す。変位曲線は，設計相当荷重載荷時（211kN），
FEM 解析による曲げひび割れ発生時（527kN），FEM 解析による内ケーブル降伏時（762kN）お


































































( 2, 2 2) 
（X1-e1・sinθ1， 


















































図 3-19 変位曲線 
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3.3.3  外ケーブル張力の計算値  
(1) ステップ 2 















(2) ステップ 3 
ステップ 3 において，変位曲線を算定した前述の 4 ケース（図 3-19 参照）について，外ケーブ
ルの張力変動量を計算した。計算結果を図 3-20 に示す。載荷荷重の増加とともに外ケーブルの張
力変動量の計算値とロードセルによる実験値との誤差は若干大きく，最大荷重近傍ではロードセ













































表 3-7 外ケーブル張力の計算値と実験値の比較（設計相当荷重作用時） 
ロードセルとの比較 センサとの比較 ロードセル センサ
2本解放 11.7 87.0% 101.4% 13.4 11.5
4本解放 14.0 97.2% 87.5% 14.4 16.0
2本解放 10.6 102.4% 87.9% 10.3 12.0
4本解放 19.7 97.0% 86.4% 20.3 22.8
2本解放 10.5 102.2% 112.0% 10.3 9.4
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250 4@750 4@750822.2 677.8
外ケーブル取り付き位置
C L
図 3-22 橋軸方向の節点図 



























































図 3-24 コンクリートの引張応力-ひずみ関係 
図 3-23 断面分割図 
積分点 61 分割 
表 3-8 構成要素 





















































































































( ) 4.0/ tott f εεσ = (3.4) 
図 3-26 漸増載荷解析（プッシュオーバー解析）の手順 
固定死荷重載荷 




内ケーブル 4 本（C5～C8）張力解放 
















































































図 3-27 解析値と実験値の比較 
(b) ステップ 1 
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図 3-28 内ケーブルの部分破断の考え方 
内ケーブル部分破断位置 



























































図 3-30 漸増載荷解析（プッシュオーバー解析）の手順 
     （L/4 点で内ケーブル 4 本部分破断の場合） 
内ケーブル 8 本（C1～C8）設置・緊張（付着有） 
外ケーブル設置（張力ゼロ） 
付加死荷重・列車荷重相当の荷重載荷 
内ケーブル 1～4 本（C5～C8）順次部分破断（L/4 点） 
破壊荷重まで増分載荷 
固定死荷重載荷 
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図 3-31 実験，解析での外ケーブルの張力変動（死荷重状態） 
△：PC グラウト充填の内ケーブ 
ルを L/2 点で部分破断 
□：PC グラウト充填の内ケーブ 
ルを L/4 点で部分破断 








































1)  実橋梁を模擬した 1/2 スケールの大型供試体を用いて載荷実験を行った結果，3 種類のセンサ
とも内ケーブルの張力解放に応じて変動する外ケーブルの張力を測定することが可能である。 
2)  1 種類のセンサ（磁歪法）を選定してロードセルで計測した外ケーブルの張力と比較した結
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のモデルを用いて，図 2-11 に示す PC グラウトの充填不足が発生しやすい箇所を考慮して，支
間中央の L/2 点（L：支間）または内ケーブルの偏向部近傍の L/4 点で内ケーブルを部分破断さ
せたケースについて，センサで外ケーブルの張力変動の検知が可能であるかを検証したところ，
8 本の内ケーブルのうち，4 本の内ケーブルが L/2 点または L/4 点で部分的に破断した場合に，
死荷重状態での外ケーブルの張力がセンサで検出可能な値を超えることがわかった。 













4.2  大型供試体による実験 
4.2.1  供試体モデル 
供試体は，山陽新幹線複線ポストテンション方式 PC4 主 I 形桁（支間 26.92m，桁高 2.2m）を
モデルとした。供試体一般図を図 4-1 に，供試体全景を写真 4-1 に示す。供試体の形状は，製
作や解析の簡便さを考慮して T 形断面とし，桁高は実橋の 1/2 の 1.1m に設定した。支間は，せ
ん断耐力に着目することから，せん断スパン a と有効高さ d の比である a / d（以下，せん断スパ
ン比と表記）は概ね 3.5 となるように実橋の 1/3 の 9.0m とした。これは，せん断スパン比が概ね
2.5 以下のディープビーム構造ではストラット-タイが形成されることによってコンクリートのせ
ん断耐力が増加すること，また，せん断スパン比が概ね 5.5 以上では曲げ破壊形態となることに






ことを条件として算定した。その結果，内ケーブルは 1S12.7 を 6 本配置し，3 本は実橋を模擬し
て上縁定着とした。供試体の配筋および内ケーブルの配置を図 4-2 に示す。供試体に使用した
コンクリートは，設計基準強度 40N/mm2で載荷を開始した材齢 17 日での強度試験の結果を表 4-
1 に，鋼材のミルシートによる強度を表 4-2 に示す。グラウト材は，水セメント比 42.5％で，材
齢 11 日における圧縮強度は 57.2N/mm2 であった。また，定着部付近で内ケーブルの破断を模擬

































































（単位：mm） (a) 側面図 
写真 4-1 大型供試体全景 

































4.2.2  実験方法 





ことを目的として，図 4-4 に示すステップで載荷した。 
ステップ 2 では，図 4-2 に示す内ケーブル C1～C5 について順次 1 本ずつ定着部付近で張力を
解放し，設計相当荷重を載荷した場合の耐荷性状，変形性状等を把握することを目的として，図




図 4-2 使用鋼材の配置図 
 
（単位：mm） 















PC 鋼材破断  
表 4-1 コンクリートの強度試験結果 
圧縮強度 引張強度 弾性係数
[N/mm2] [N/mm2] [kN/mm2]
















内ケーブル 1S12.7 1790 1990
SD345
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図 4-5 載荷ステップ（ステップ 2） 










































scpsy VVVV ++= (4.1) 
表 4-3 設計相当荷重（ステップ 1，ステップ 2） 
固定死荷重 77.4 1.0 - -
付加死荷重相当

































































































'2.0 cvc ff =
4 1000 dd =β
3 100 cp p=β
uon MM21+=β の場合）（ 0'≥N
の場合）（ 0'<Nuo MM41+=
図 4-7 計測装置の配置 
(c) 鉄筋ひずみゲージ 仮想せん断破壊面 
（単位：mm） 
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(a) 高感度変位計 （単位：mm） 
 
















800 788 588 5150 788 588 800 
600 6×200 




pleps PV θsin⋅= (4.2) 
dbfV wvcnpdc ⋅⋅⋅⋅⋅= βββ (4.3) 










































( )dbAp wsc ⋅=
pywywpepw ff ≤+=σσ
( ){ ( ) } zsAsfAV ppppwpwssswyws ⋅+⋅⋅++⋅⋅= θθσθθ cossincossin (4.4) 




















































図 4-8 検討断面 
仮想せん断破壊面 
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各ステップにおける支間中央（I - I断面）での曲げ耐力に対する発生曲げモーメントの比率
（M / Mu）およびB - B断面でのせん断耐力に対する発生せん断力の比率（V / Vy）は，表4-4のと
おりである。ステップ2では，図4-9(b)に示すように内ケーブル5本の張力を解放しており，Vps
が減少しているが，設計相当荷重ではひび割れは発生せずせん断耐力にも余裕がある。図4-
9(c)に示すステップ3では，曲げ破壊荷重を載荷（表4-4のI - I断面でのM / Mu=1.0）しており，
B - B断面でのV / Vyが1.40となっていることから，供試体はせん断で破壊する設計となっている。
なお，I - I断面での曲げ耐力（固定死荷重分77.4kN･mを含む）はMu=1146.6kN･mで，曲げ破壊


































図 4-10 たわみ分布 







0 3000 6000 9000
STEP1STEP2（ 1本破断  ）
STEP2（ 2本破断  ）
STEP2（ 3本破断  ）
STEP2（ 4本破断  ）






































(b) ステップ 3 
（№：図 4-7(a)の高感度変位計を示す） 
表 4-4 ステップ毎の耐力比率 




ステップ2（C1～C5解放） 0.32 0.52 5本解放
ステップ3 1.00 1.40










































写真 4-2 ひび割れの状況（最終荷重載荷時） 
：仮想せん断破壊面 
 
図 4-11 ひび割れ図（ステップ 3） 
 
仮想せん断破壊面 
PC 鋼材破断側 PC 鋼材健全側 
写真 4-2 に示す範囲 
① ② ③ ④ 
：ひずみゲージ（4.2.5(5)参照）（上段：10，中断：11，下段 12） 
①～④：4.3.4(3)参照 










































）弾性域；sys  E σεεσ <≤= 0( (4.5) 
）降伏棚；shsysy σεσσ <≤= ( (4.6) 
( )( )( )( ) ）ひずみ硬化域；pushsyshshsy (.exp εεεσσκεεσ <≤−−−+= 0111 (4.7) 
( ) 31400032.0 syσκ = (4.8) 
( ) ssysysh Eσσε 026.018 −= (4.9) 



























































図 4-12 コンクリートのひずみ（ステップ 1，2）（156kN 載荷時） 
(b) 支間中央部 
 









































(c) PC 鋼材破断側 
 








































(a) PC 鋼材健全側側 
 







































































































図 4-13 スターラップのひずみ（ステップ 3） 
PC 鋼材破断側 PC 鋼材健全側 




1750mm  600mm 
























































































































































































































PC 鋼材破断側 PC 鋼材健全側 
：仮想せん断破壊面 










































表 4-5 耐荷力の比較（ステップ 3） 
E-E 460※3 321.0 - 1.4 -
I-I（支間中央） 300※4 245.2 225.8 1.2 1.1
611.0※5 557.8※5 - 1.1
731.7※5 - - -













計算値※2(P d ’ )[kN]
（規格強度）
種別 検討断面※1 実験値(P )[kN]
比率
(P /P d )
比率
(P d /P d ’ )
 
ひび割れ耐力
図 4-15 荷重-変位曲線（ステップ 3） 
 
 
























：レベルによる計測 支間中央のた (mm) 











4.3  解析によるせん断性状の評価 
定着部付近で内ケーブルの張力を解放した PC 桁に関する供試体実験では，特に，コンクリー
トが分担するせん断耐力が鉄道 RC 標準による計算値と比較して想定以上に高くなった。本節で
は，この要因を FEM 解析によって評価した。 
 
































(c) 主筋（トラスド要素） (d) スターラップ（トラス要素） 
(b) 内ケーブル（埋め込み鉄筋要素） (a) コンクリート（ソリッド要素） 
XY
Z










































(4.10) ( )φφ 65265 xxy −=




























表 4-6 構成要素 
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4.3.2  材料モデル 
(1) コンクリート 
コンクリートの材料特性は，表 4-1 に示す実験供試体の強度試験値を用いた。 
コンクリートの圧縮応力-ひずみ関係は，鉄道 RC 標準の「コンクリートのモデル化された応
力-ひずみ曲線」を適用した。また，コンクリートの引張応力-ひずみ関係は，構成則の連続性を



























(2) 鉄筋および PC 鋼材 
鉄筋および PC 鋼材の材料特性は表 4-2 のミルシートによる強度を用いた。鉄筋および PC 鋼
材の応力-ひずみ関係は鉄道 RC 標準の「鋼材のモデル化された応力-ひずみ曲線」を適用した。
なお，鉄筋のバイリニア曲線の降伏点以降の第 2 勾配は初期勾配の 1/1000 とした。 
 
4.3.3  解析手順 
解析は，図 4-2 に示す C1～C5 の 5 本の張力を解放したケースについて，載荷荷重 450kN ま
でを増分載荷する漸増載荷解析（プッシュオーバー解析）とした。解析の手順を図 4-19 に示す。 










































.     w.C    C 13659363 === ，，
(4.11) 
(4.12) 
図 4-18 コンクリートの引張軟化曲線 
 












設計標準（1/4モデル）鉄道 RC 標準(1/4 モデル) 
･ 
Hordijk 式 















4.3.4  解析の妥当性 
(1) 荷重-変位関係 
載荷荷重と支間中央のたわみの関係について，FEM 解析の結果（以下，解析値と表記）と実
























図 4-19 解析手順 
固定死荷重載荷 
内ケーブル 6 本（C1～C6）設置・緊張 




図 4-20 荷重-変位曲線 
















支間    （mm） 









さらに，最大主ひずみ角について，156kN 載荷時の実験値（図 4-14 参照）と 150kN 載荷時の




















ている。PC 鋼材破断側と比較して PC 鋼材健全側では最大主ひずみの値が小さいことから，PC
鋼材破断側では，載荷荷重によるコンクリートの損傷の程度が大きいことが表現されている。 
さらに，実験で得られた供試体のひび割れ角と解析による最小主ひずみ角の比較を表 4-8 に















PC 鋼材健全側 PC 鋼材破断側 
断破壊面 
図 4-21 最小主応力（圧縮）分布（載荷荷重 0kN，5 本解放） 
ひずみ 
PC 鋼材健全側 PC 鋼材破断側 
仮想せん断破壊面 
図 4-22 最大主ひずみ（引張）分布とひび割れ図（載荷荷重 450kN，5 本解放） 
表 4-7 最大主ひずみ角の比較（5 本解放） 
№17 №14 №11 №2 №5 №8
実験値 156kN -20.6° -31.1° -21.9° 29.0° 9.9° 22.5°







種別 載荷荷重 PC鋼材破断側 PC鋼材健全側










































表 4-8 ひび割れ角の比較（5 本解放） 




























図 4-23 解析におけるひび割れ角の算出（イメージ） 
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24(b)は，載荷荷重に対するスターラップ毎のひずみの最大値を示している。図 4-24(b)から，





に差異が見られたのは 440kN 載荷時で，PC 鋼材破断側のスターラップのひずみは，No.6，No.7
が急増している。さらに，450kN 載荷時には，同様に No.4～No.9 のひずみが急増している。ま
た，図 4-24(a)より，載荷荷重 400kN～460kN では，PC 鋼材破断側の No.6～No.12 のエリアに
おいて，載荷点方向にひび割れが伸展あるいは新たに増加していることから，Vc.FEM は 253.3kN
（450kN/ 2 + 2 8 . 3 k N（固定死荷重分））と推察できる。なお，図 4-13 に示す実験でのスタ
ーラップのひずみは，PC 鋼材破断側において概ね 410kN～450kN 載荷後に急激に増加している




これに対して，図 4-9（ステップ 3）に示す B-B 断面における鉄道 RC 標準によるコンクリー
トが分担するせん断耐力（Vc.cal）は 127.0kN（固定死荷重分 28.3kN を含む）で，解析で得られ
た値（Vc.FEM =253.3kN）と比較すると，2.0 倍（Vc.FEM / Vc.cal）解析値が大きくなった。 
(2) 乖離の要因 



















 図 4-24 スターラップひずみとひび割れ図（5 本解放） 
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は，2012 年版から修正圧縮場理論に基づく PC 桁のせん断耐力式を新たに規定し，軸方向力の
評価をディコンプレッションモーメントによって算出する方法から式(4.13)によって算出する方




ここで，σcg：断面高さの 1/2 の高さにおける平均プレストレス（N/mm2） 
fvtd= 0 . 2 3 f’cd2/3（N/mm2） 
f’cd：コンクリートの設計圧縮強度（N/mm2） 
θ：コンクリートの圧縮ストラットの角度，ただし，36° ≦θ≦ 45° 
 
式(4.13)を用いて B - B 断面におけるβnを算出したところβn= 1.13 となり，ディコンプレッシ
ョンモーメントによるβn= 1.30 よりも若干低い値となった。この理由として一般の PC 桁では，
σcgが 4N/mm2程度であるのに対して，供試体では内ケーブルの張力を解放したことから σcgが概





また，鉄道 RC 標準では，Vc を矩形断面の梁部材の実験結果に基づいて算定しており，例え
ば T 形断面梁であっても安全側との評価から圧縮縁フランジを考慮せずに矩形断面として算定






4.3.6  圧縮ストラットの角度 




部材や PC 部材に対して一律に 45°とするのは合理的でないことから，斜めひび割れ角度を考慮
した設計せん断耐力の評価法が課題となっている(4.12)。これに対して，4.3.5 (2)「乖離の要
因」に示したように土木学会示方書では，2012 年版から PC 桁を対象としてコンクリートが分
担するせん断耐力について圧縮ストラットの角度を軸方向力により変化させており，せん断補
強鋼材が受け持つせん断力も圧縮ストラットの角度を 45°に固定しない可変角トラス理論式を
θσβ cot1 =+= vtdcgn f (4.13) 
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採用している。そこで，土木学会示方書での軸方向力の影響を示す係数βn から式(4.13)によっ
て圧縮ストラットの角度を算出したところ 41.4°となった。これに対して，図 4-25 に示す載荷
荷重 450kN 時の解析による最小主ひずみ（圧縮）ベクトル図より，断面高さの 1/2 の位置にお
ける最小主ひずみが卓越している箇所での傾斜角は 43.6°となった。これは，式(4.13)のβn によ










4.4  諸外国の基準によるせん断耐力の算定 
諸外国におけるせん断耐力算定式を用いて供試体のせん断耐力を算出した。 
 































































式(4.14)～式(4.16)に基づき，載荷点，支点から直接的に力を受ける圧縮斜材（図 4-26 の S1，
S2）および圧縮弦材（図 4-26 の S3，S4）の圧縮耐力を算出した。その結果，圧縮耐力は，
S1=1196.1kN，S2=763.1kN，S3=S4=698.4kN となり，耐力が最も低いのは S2 となった。これより，
図 4-26 に示す静的トラスのつり合からストラットの破壊相当荷重 Psc（=Fus2･ s i n θ）は


















cscens AfF ⋅= (4.15) 
csce ff '85.0 ⋅⋅= β (4.16) 
nsus FF φ= (4.14) 




















度は図 4-26 に示す 40.1°，載荷板幅は 150mm より，ストラット幅は 148.6mm となった。 
 
4.4.2  fib コードによるせん断耐力の算定 
(1) 基本のせん断耐力算定式 


























θθ sincos bss lhW += (4.17) 


























この fib コードによる式は，PC 梁，RC 梁に関わらず適用可能であるが，4.3.5 (2)「乖離の
要因」に示した土木学会示方書における修正圧縮場理論に基づく算定式(4.13)は，対象を軸方向
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ここで，Vpe：PC 鋼材の有効緊張力のせん断方向成分 
L：支点から検討断面までの距離    L = MEd / VRd 
 
式 (4.18)～ (4.24)によって B-B 断面でのせん断耐力を算出したところ，VRd,c=179.8kN，
VRd,s=117.9kN となり，Vpe= 2.5kN を考慮すると VRd=300.2kN となった。なお，コンクリートは表
4-1 に示す強度試験値を，鉄筋および PC 鋼材は表 4-2 に示すミルシートの強度を用いた。また，
安全係数は 1.0 とした。 
 
4.5  せん断耐力の比較検証 
 せん断耐力に関して，実験結果，FEM 解析結果とせん断耐力算定式（鉄道 RC 標準，土木学
会示方書，ACI コード（ストラット-タイモデル），fib コード）による算出結果を表 4-9 に示す。

















となった。これに対して，せん断耐力算定式による Vc は，fib コードが実験値，FEM 解析値に
最も近い値となったが，いずれも実験値，FEM 解析値を下回る結果となった。土木学会示方書，
fib コードは，修正圧縮場理論をベースとしたせん断耐力算定式であるが，Vcは，fib コードが土
木学会示方書 の約 1.6 倍となった。これは，4.3.5 (2)「乖離の要因」に示したように土木学会
示方書の軸方向力の影響を表すβn が，プレストレスが小さい領域では，ディコンプレッション
モーメントによる算出値よりも小さくなったことによるものであると考えられる。これに対し
て fib コードでは，ディコンプレッションモーメントによる算出値の 1.4 倍となっており，プレ
ストレスが小さい領域でもディコンプレッションモーメントによる算出値を上回る値となって
いる。 
また，せん断耐力（Vy）については，鉄道 RC 標準，土木学会示方書，fib コードでは，いず
れも実験値よりも小さくなった。これに対して，ACI コード（ストラット-タイモデル）では，
実験値の約 1.3 倍となり，実験値を上回る結果となった。ただし，実験値はせん断破壊の初期段












228.3※1 - - 378.3※2 -
253.3 - - - -
鉄道RC標準 127.0 87.5 2.5 217.0 45°（固定）
土木学会示方書 110.4 99.1 2.5 212.0 41.4°
ACIコード（ストラット-タイモデル） - - - 491.5 40.1°
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階のものと想定され，破壊荷重はこれ以上になることを考慮する必要がある。さらに，Vy の算
出に関して，FEM 解析で得られた Vc と土木学会示方書または fib コードで得られた Vs を合計す
るとそれぞれ 354.9kN，373.7kN となり，実験値に近い値が得られる。このことから，FEM 解析
においてスターラップのひずみに着目して Vc を算出し，修正圧縮場理論に基づく土木学会示方




り，圧縮ストラットの角度を 45°で固定している鉄道 RC 標準では，Vs に過少評価を与えるも
のになっていると考えられる。 
 









2)  ACI コードに基づくストラットの破壊相当荷重は，実験での最終載荷荷重を上回る結果とな
ったが，鉄道 RC 標準，土木学会示方書，fib コードによるせん断耐力は，いずれも実験値よ
りも小さくなり，設計では安全側の評価を与えるが，既設構造物のせん断耐力に対しては過
少評価を与える傾向にあることから，既設構造物の補強設計の際には配慮する必要がある。 
3)  土木学会示方書の修正圧縮場理論に基づく軸方向力の影響を表すβn は，プレストレスが小
さい領域ではディコンプレッションモーメントによる算出値よりも小さくなる。 
4)  圧縮ストラットの角度は，ストラット-タイモデル，fib コード，土木学会示方書ともほぼ同
様となったことから，ストラット-タイのモデル化は，適切に為されていると考えられる。ま
た，圧縮ストラットを 45°で固定している鉄道 RC 標準によるせん断補強鉄筋が分担するせ
ん断耐力は，過小評価を与えるものになっていると考えられる。 
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第 5 章  外ケーブル張力モニタリング方式の設計方法と実橋への適用に関する研究 
 











での内ケーブルの破断に伴う PCI 形桁の挙動を精度よく把握することが重要となる。 
本章では，外ケーブル張力モニタリング方式を適用するために設置する外ケーブルに必要な強
度，本数，初期張力等（以下，外ケーブルの設置本数等と表記）を算定するための設計方法につ





5.2  設計の考え方 













5.2.2  設計の基本概念   
外ケーブル張力モニタリング方式の設計方法は，外ケーブルの張力計測用センサの計測精度を
踏まえて構築する必要がある。外ケーブル張力モニタリング方式で目標とするモニタリング精度
は，1～2 本の少本数の内ケーブルの破断を死荷重状態で推定することである。しかし，第 3 章 
3.5.4「解析結果および検証」で示したように，図 2-11 に示す PC グラウトの充填不足が発生し
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やすい箇所を考慮して，支間中央の L/2 点（L：支間）または内ケーブルの偏向部近傍の L/4 点で
内ケーブルの張力を部分的に解放したケースについて解析を行った結果，現行のセンサの計測精
























乗り心地に影響を与えないように 0.1 Pu 程度（Pu：外ケーブルの引張強度）を基本とする。 
ここで説明した本方式における外ケーブル設置の考え方を図 5-1 に示す。 
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縁応力度が，鉄道構造物等設計標準・同解説 コンクリート構造物(5.2)（以下，鉄道 RC 標準と表
記）に基づく設計圧縮強度および設計引張強度以下となっている必要がある。 
 




図 6-11 で後述すように曲げひび割れが発生する段階での外ケーブルの張力は 20kN 程度で，応力
レベルでは 16N/mm2 程度となり PC 鋼材の引張強度の 0.8％程度であることから，照査を省略す












5.5  性能照査 
5.5.1  性能照査指標 
性能照査は，鉄道 RC 標準に基づき，5.6.1 に示す「安全係数」を用い，5.7 に示す「設計応答
値」を算定したうえで，表 5-2 に示す安全性，使用性（乗り心地）に関する性能照査指標に基づ
表 5-1 設計に対する要求性能と性能項目 
設計Ⅰ 設計Ⅱ












































5.5.3  安全性（走行安全性），使用性（乗り心地）に対する性能照査 
安全性（走行安全性），使用性（乗り心地）における設計限界値は，鉄道構造物等設計標準・















表 5-3 走行安全性から定まる主桁のたわみの設計限界値(5.3) 





















表 5-2 性能照査指標 
要求性能 設計応答値 I Rd 設計限界値 I Ld
コンクリートの圧縮ひずみ
 
εd コンクリートの終局圧縮ひずみ ε 'cu
外ケーブルの応力度 f d 外ケーブルの引張強度 f pud×0.84
（せん断） 設計せん断力 V d 設計せん断耐力 V yd
変位・変形量 δ d 変位・変形量 δ ls

















5.6  設計条件 
5.6.1  安全係数 







                      (5.2) 
 
ここで，γf：本設計における作用係数 
γf0：鉄道 RC 標準による作用係数で 1.1 とする 
γa0：鉄道 RC 標準による構造解析係数で 1.0 とする 
γb0：鉄道 RC 標準による部材係数で，曲げ部材では 1.1，せん断部材では 1.3 とする 
γi0：鉄道 RC 標準による構造物係数で 1.2 とする 
 
なお，材料係数は，解析における入力値に考慮されることから式(5.2)では考慮していない。式
(5.2)より，γf は 曲げに対しては 1.452，せん断に対しては 1.716 となり，本設計では，曲げ破壊
の作用係数を 1.5，せん断破壊の作用係数は曲げ破壊作用係数の 1.15 倍の 1.725 とした。これら










0000 ibaff γγγγγ ⋅⋅⋅=
表 5-4 乗り心地から定まる主桁のたわみの設計限界値(5.3) 
10 20 30 40 50 60 70 80 90 100以上
260 L b /1700 L b /1200
300 L b /2000 L b /1700 Lb/1300
360 L b /3000 L b /2200 Lb/1800
260
300




























































合せを表 5-7 に示す。安全性（破壊）における作用の組合せは，建造物等設計標準解説 プレス
トレストコンクリート鉄道橋(5.4)に準拠した。なお，列車荷重は，実荷重を基に定めることとし，
新幹線の場合は，現時点の列車荷重である H-12（軸重 120kN）（乗車率 100％）を用いることと

































1.0～1.2 1.0 1.3 1.0 1.0～1.2
図 5-3 H 荷重による軸配置(5.2) 
表 5-7 設計作用の組合せ 
要求性能 性能項目 設計作用の組合せ
破壊(曲げ) 1.5（D 1 ＋D 2 ）＋P S ＋1.5（L＋I＋C）




[凡例] D 1 ：固定死荷重，D 2 ：付加死荷重，，L：列車荷重，I：衝撃荷重，
      C：遠心荷重，P S ：プレストレス力
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5.7  設計応答値 





























































外ケーブル 横桁 偏向部 
図 5-4 応答解析モデル 
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ン，PL ゾーンの概念図を図 5-6 に示す。このモデルは，RC ゾーンにはテンションスティフニン






過去に実施した山陽新幹線 PC 桁での調査結果（2 箇所）では，コアによるコンクリートの圧縮
強度は設計基準強度の 1.2～1.3 倍程度であった。なお，第 4 章 4.2.6「実験に関する考察」に示
すとおり，コンクリートの実圧縮強度が設計基準強度の 1.3 倍，鉄筋および PC 鋼材の実引張強
























図 5-6 RC ゾーン，PL ゾーンの概念図 
 
 ■ RCゾーン（主桁） 
■ PLゾーン（主桁） 
■ PL ゾーン（間詰・片持ちスラブ） 
・鉄筋   
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図 5-7 橋梁一般図 
 
(単位：mm) 









































5.8.2  性能照査の結果 
(1) 設計Ⅰ 
解析では，5.3.1「内ケーブルの破断位置，破断本数，破断長さの設定」に示した考え方に基





















































































図 5-8 列車荷重による桁上縁・桁下縁の応力度の比較 
 
























 定着体 偏向部 
：設計Ⅰによる当初の外ケーブル 
：設計Ⅱによる追加の外ケーブル 
図 5-9 外ケーブル，定着体，偏向部の配置 
- 103 - 
 





内ケーブルが全本数破断した場合には，図 5-9 に示すように各主桁の左右にそれぞれ 9S15.2
（SWPR7B）の外ケーブル 2 本を配置することで対応可能であることが分かった。なお，外ケー
ブルの導入緊張力は 0.55 Pu とした。また，性能照査に関わる安全性（曲げ破壊），走行安全性の
検討結果を図 5-11 に示す。設計応答値は，コンクリートの圧縮ひずみ εd=420～427μ，外ケー

















5.9  試験施工の状況 
5.9.1  試験施工桁の変状状況 
(1) 外観変状 






いる。削孔は，ケーブルごとに起点側，終点側それぞれ 1 箇所ずつ，計 2 箇所で行われている。
図 5-12 に示す全 48 箇所（4 主桁×内ケーブル 6 本/主桁×2 箇所/本）における調査のうち，グラ
ウトの充填が不足している箇所が 13 箇所発見された。これらの箇所は，調査後に再注入が実施
されており，グラウトの再注入量は 109.5ℓ であった。また，シースからの漏水はいずれの箇所か














































































5.9.2  外ケーブルの定着および緊張 
外ケーブルの設置状況を写真 5-1 に示す。外ケーブルにはポリエチレン被覆した内部充填型エ






































図 5-12 グラウト充填状況調査箇所 















力で 2mm 程度試験施工桁が反り上がる結果が得られていたが，現地での計測では 1mm 程度の反
り上がりであり，軌道管理における基準値を満足していた。なお，外ケーブルの緊張作業は，軌
道変位を計測しながら実施する必要があることから，列車の運行が終了した夜間での施工とし，
緊張作業は 4 晩で完了した。 
  
5.9.3  偏向部 
偏向部では，再緊張時に外ケーブル 9 本の PC 鋼材が相互に接触することで摩擦が生じ，再緊
張が困難となることが想定された。このため，図 5-13 に示すポリエチレン製のスペーサーを偏



















写真 5-2 定着体設置状況 
(b) 定着体全景 (a) ねじ式定着体 
ねじ付きメスコーン 
オスコーン 
ナット PC 鋼材 
図 5-13 偏向部 
 




写真 5-3 偏向部設置状況 




5-14 に示す。なお，本センサの計測原理は，第 3章 3.2.4 (3)「磁歪法（SⅢ）」に示している。




































考え方については第 6 章に示しており，温度変化が外ケーブルの張力変動に与える影響を考慮し 





写真 5-4 張力モニタリングセンサ設置状況 





























































写真 5-5 ひび割れ検知シート設置状況（ウェブ側面） 
ひび割れ検知シート 

























































図 5-17 システム構成の概要 












































(5.2) 鉄道総合技術研究所：鉄道構造物等設計標準・同解説 コンクリート構造物，丸善，2004.4 
(5.3) 鉄道総合技術研究所：鉄道構造物等設計標準・同解説 変位制限，丸善，2006.2 





(5.7) Xuehui AN, Koichi Maekawa and Hajime Okamura：Numerical Simulation of Size Effect in Shear 
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第 6 章  内ケーブルの破断を推定するための管理値設定に関する研究 
 



































①では，内ケーブルが 0 本から a 本破断しているが，プレストレスはほとんど低下していない状
況を考える。この状況では，曲げ剛性の低下はほとんど生じず，曲げひび割れが発生していない
状態で桁のたわみの増加量もわずかである。よって，内ケーブルが a 本破断した状態での外ケー 


















重増分量 f1 とほぼ同等となる。区間②では，内ケーブルが b 本破断することによってプレストレ
スの低下が進行する状況を考える。この状況では，曲げ剛性が低下することによって列車荷重載
荷時に曲げひび割れが発生し，外ケーブル張力の列車荷重増分量 f3 は，曲げひび割れ発生前の f1
あるいは f2 と比較すると増大している。ただし，6.4.3「桁のたわみ」で後述するように，曲げ
ひび割れの初期段階では，外ケーブル張力の列車荷重増分量はそれほど大きくはならず，f3≒f2
≒f1 となる。区間③では，内ケーブルが c 本破断することによってプレストレスの低下がさらに
進行する状況を考える。この状況では，曲げ剛性がさらに低下することによって列車載荷時に曲
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6.3  静的載荷による PC 桁の実曲げ剛性の評価(6.1) 










6.3.1  計測対象の PC 桁 
















保守用車は，表 6-2，図 6-2 に示すように 2 軸で軸距が 3700mm，各軸の軸重が 128 kN（燃料
1.5kN，車両接続治具 2.5kN，乗車人員 2 名（0.6kN/人）を含む）である。図 6-2 では，PC 桁支
間中央での載荷の例を示しているが，これ以外にも PC 桁両端の支点部，PC 桁の L/4，3L/4（L：
支間）の位置についても保守用車を停車させて計測した。計測は，図 6-3に示す断面の G6 桁と
G8 桁の支間中央に分解能 0.004 mm のリング式変位計を設置して行った。支点の沈下分を補正す























表 6-2 保守用車の諸元 























6.3.3  計測結果 
たわみの計測結果を図 6-4 示す。G6 桁，G8 桁ともに 4 回とも同程度のたわみであり，再現性
がみられた。また，G6 桁と G8 桁のたわみ値を比較すると，軌道中心のほぼ直下で保守用車の分


























図 6-3 変位計設置位置 
  








図 6-4 たわみ計測結果（支間中央） 
(b) G8 桁 





















(a) G6 桁 
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6.3.4  解析によるたわみ 
解析によるたわみを 図 6-5 に示す格子モデルによるフレーム解析により求めた。弾性域での
挙動であるため材料特性は弾性とした。解析ケースは，①片持スラブ，高欄等の曲げ剛性を考慮
しないもの，②片持スラブ，高欄（目地無），地覆を加味したもの，③片持スラブ，高欄（目地





































図 6-5 格子モデルの概略形状 
 





















G G G G G G
④ダクト・高欄有（目地有）
図 6-6 解析結果 
計  














6.3.6  管理値への反映 

















6.4.1  解析条件 
管理値検証のための応答解析は，第 5 章 5.8.1「橋梁の概要」に示す橋梁を対象とし，第 5章 
5.8.2「性能照査の結果」によって設定した初期緊張力 0.1Pu（Pu：外ケーブルの引張強度）の外
ケーブル（9S15.2，SWPR7B）を設置した解析モデル（第 5 章 5.7.1「解析モデル」参照）に，
実際に走行する列車荷重から図 5-3 に示す H 荷重の軸重を 106kN（N700 系車両，1 両あたり 30
名乗車）とした荷重を作用させた。解析ケースは，表 6-4 に示すとおり図 6-7 の G4 桁の内ケー
ブルの破断本数，破断長さをパラメータとした CASE1～CASE5 の 5 ケースとした。解析では，
G4 桁の挙動に着目することとし，破断位置は，第 5 章 5.3.1「内ケーブルの破断位置，破断本
数，破断長さの設定」に示すとおり，曲げ耐力に最も影響を与える支間中央とし，破断長さは






表 6-3 解析による曲げ剛性に対する実曲げ剛性の比率 
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章 5.8.2「性能照査の結果」に示すように，列車荷重 H-12 を載荷させた場合，G4 桁の支間中央
において破断長さ 1m で 4 本の内ケーブルが破断すると G4 桁に曲げひび割れが発生したことか
ら，G4 桁の内ケーブルの破断本数は，4 本から 6 本までをパラメータとして解析を実施した。ま
た，CASE2，CASE3，CASE5 では，あらかじめ G3 桁の内ケーブル 2 本または 4 本を G4 桁と同




























とした。なお，材料強度に実強度を用いた場合には，第 5 章 5.7.2「材料モデル」に示すとおり，
山陽新幹線では，曲げ耐力は設計基準強度を用いた場合の 1.1 倍程度になるものと考えられる。
表 6-5 から，死荷重時では CASE3 を除くいずれのケースにおいても G4 桁の内ケーブルが 6 本
破断した時点で G4 桁に曲げひび割れが発生した。また，列車荷重載荷時では，CASE3 を除くい
ずれのケースにおいても G4 桁の内ケーブルが 5 本破断した場合に G4 桁に曲げひび割れが発生
した。CASE3 では，死荷重時は G4 桁の内ケーブルが 5 本破断した時点で，また，列車荷重載荷
時は G4 桁の内ケーブルが 4 本破断した場合に曲げひび割れが発生した。なお，G1 桁～G3 桁に
ついては，いずれのケースにおいてもひび割れは発生していない。 


















1400 1800 1800 1800 1800 1400 300 300 800 






表 6-4 解析ケース 
G1 G2 G3 G4
CASE1 0 0 0 x
CASE2 0 0 2 x
CASE3 0 0 4 x
CASE4 0 0 0 x



































ここで，表 6-5 に示すように，内ケーブルの破断長さが 1m の CASE1 では，死荷重時に内ケ
ーブルが 5 本破断した状態で G4 桁に発生する桁下縁のひずみの最大値が 66μ（ひずみは引張を
正とする）であるのに対して，内ケーブルの破断長さが 3m の CASE4 では，同様に内ケーブル
が 5 本破断した状態で G4 桁に発生する桁下縁のひずみの最大値は 21μである。CASE4 は，破
断延長が CASE1 よりも長いにも関わらず，発生ひずみの最大値は CASE1 の 3 割程度である。
CASE1 および CASE4 での内ケーブルが 5 本破断した状態における死荷重時の G4 桁下縁のひず 
み分布は，図 6-8 に示すとおりで，G4 桁の中央部付近では，CASE1 が CASE4 のひずみを上回
っている。そこで，図 6-9 に示す CASE1，CASE4 における死荷重時の内ケーブル破断による 2
次曲げモーメントの分布を比較し検討を行った。なお，2 次曲げモーメントは，内ケーブル 5 本
破断時の曲げモーメントから内ケーブルが破断していない状態での曲げモーメントとの差分を
示しており，桁下縁が引張となる曲げモーメントを正曲げとした。G4 桁における CASE1 と
CASE4 を比較すると，図 6-9(a)に示すとおり CASE4 の 2 次曲げモーメントは，CASE1 より支
間中央で 1MN･m 程度負曲げが増加している。その結果，死荷重時に作用する全正曲げモーメン
トが小さくなり，CASE4 では，CASE1 よりひずみが小さくなったと考えられる。一方，G2 桁に
おける CASE1 と CASE4 を比較すると，図 6-9(b)に示すとおり，CASE4 の 2 次曲げモーメント
は，CASE1 より支間中央で 0.3MN･m 程度正曲げが増加しており，G4 桁における内ケーブルの
破断の影響を受け，荷重が再分配されていることが確認できる。これらの結果から，内ケーブル
が破断した PC 桁の評価においては，内ケーブルの破断による 2 次力の影響を適切に評価するこ
とが重要であると考えられる。 























4 ○ -11 ○ 39
5 ○ 66 × 525
6 × 1,016 × 1,365
4 ○ 12 ○ 76
5 ○ 85 × 632
6 × 1,153 × 1,504
4 ○ 37 × 180
5 × 452 × 782
6 × 1,362 × 1,696
4 ○ -38 ○ 12
5 ○ 21 × 117
6 × 458 × 1,081
4 ○ -10 ○ 39
5 ○ 51 × 440














































6.4.3  桁のたわみ 
CASE1～CASE5 の列車荷重載荷による支間中央部のたわみを図 6-10 に示す。CASE1，CASE2
では，内ケーブルが 5 本破断時に曲げひび割れが発生しており，図 6-10(a)，(b)においても内
ケーブル 4 本破断時と比較して内ケーブル 5 本破断時にたわみが増大している。これに対して，
CASE4 では，同様に内ケーブルが 5 本破断時に曲げひび割れが発生しているが，図 6-10(d)から
曲げひび割れが発生していない内ケーブル 4 本破断時のたわみとほぼ同等の値となっている。こ
れを支間中央部の桁下縁のひずみで確認すると，表 6-5 に示すように，CASE1，CASE2 の内ケ
ーブル 5 本破断における列車荷重載荷時のひずみは，それぞれ 525μ，632μであり，曲げひび
割れ発生時のひずみ（86.8μ）と比較すると，曲げひび割れが伸展し，曲げ剛性が低下したこと
によってたわみが増大したものと考えられる。一方，CASE4 では，内ケーブル 5 本破断時のひ
ずみは 117μであり，曲げひび割れ発生の初期段階で曲げ剛性の低下も小さいと推察され，ひび
割れが発生していない場合のたわみと顕著な差が現れなかったものと考えられる。なお，CASE4
の内ケーブル 6 本破断時のひずみは 1081μで，曲げひび割れが十分伸展していると考えられ，
図 6-10(d)に示すように内ケーブル 5 本破断時からのたわみが増大したものと考えられる。この
傾向は，CASE3 にも見られ，内ケーブル 4 本破断時のひずみは，180μで曲げひび割れが発生し





























































(b) G2 桁 
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ているが，CASE1，CASE2，CASE4，CASE5 の内ケーブル 4 本破断時の曲げひび割れが発生し
ていないたわみとほぼ同等の値となっている。これに対して CASE3 の内ケーブル 5 本破断時の
ひずみは 782μで，曲げひび割れの伸展によって曲げ剛性が低下し，図 6-10(c)に示すように内
ケーブル 4 本破断時と比較してたわみが増大したものと考えられる。なお，今回のケースにおけ























































































G1 G2 G3 G4
(e) CASE5 
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6.4.4  外ケーブルの張力変動量 
CASE1～CASE5の内ケーブルの破断本数とG4桁の外ケーブルの張力の関係を図6-11に示す。
CASE2 では，図 6-10(b)に示すとおり，内ケーブル 5 本が破断した場合に G4 桁のたわみは増加
しており，内ケーブル 6 本破断時のたわみは，5 本破断時のたわみとほぼ同等の値となっている。
これに対して，図 6-11(b)の列車荷重載荷時の G4 桁における外ケーブルの張力では，内ケーブ
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本破断時は 4 本破断と比較して 3.5kN 増加しており，約 1.9 倍の張力増となっている。また，内
ケーブル 6 本破断時は 5 本破断時と比較して 5.0kN 増加しており，約 1.4 倍の張力増となってい
る。さらに，CASE4 では，図 6-10(d)に示すとおり，内ケーブル 4 本破断時と 5 本破断時の G4
桁のたわみはほぼ同等であり，内ケーブル 6 本破断時にたわみが増大している。これに対して，
図 6-11(d)の列車荷重載荷時の G4 桁における外ケーブルの張力については，内ケーブル 5 本破
断時までは，内ケーブルが 1 本破断する毎に 1.6kN ずつ増加しているが，内ケーブル 6 本破断時






















外ケーブルは，第 5 章 5.2.3 (1)「曲げひび割れが発生する本数の内ケーブルが破断した場合の
性能照査（設計Ⅰ）」で示したように，曲げひび割れの発生に対して，安全性，使用性を満足す
るよう設置している。なお，センサでの検知が可能となる場合での G4 桁に発生している桁下縁




6.4.6  試験施工橋梁におけるたわみの計測値と解析値の検証 
試験施工橋梁におけるたわみの計測値と解析値との比較を表 6-7 に示す。たわみの計測値は解
析値の概ね 6 割程度であり，実橋梁の曲げ剛性は，解析による曲げ剛性の概ね 1.6 倍程度である
と考えられる。よって，試験施工橋梁に対する管理値は，この実曲げ剛性を踏まえて設定するこ
ととなる。 










































表 6-7 たわみの計測値と解析値の比較 
桁種別 位置 載荷線別 計測値① 解析値② ①/②
1.95 3.10 63% N700系





















0 ○ － 7.6 0.0 7.6 － －
4 ○ 39 11.5 3.9 7.6 0.0 －
5 × 525 14.0 4.9 9.1 1.5 ×
6 × 1,365 18.7 8.9 9.9 2.2 ○
0 ○ － 7.7 0.0 7.7 － －
4 ○ 76 13.1 5.4 7.7 0.0 －
5 × 632 16.6 7.1 9.5 1.7 ×
6 × 1,504 21.6 11.7 9.9 2.1 ○
0 ○ － 8.4 0.0 8.4 － －
4 × 180 15.5 7.1 8.4 0.0 ×
5 × 782 21.6 9.9 11.7 3.4 ○
6 × 1,696 30.1 16.2 13.9 5.5 ○
0 ○ － 7.7 0.0 7.7 － －
4 ○ 12 14.1 6.4 7.7 0.0 －
5 × 117 16.0 8.1 7.9 0.1 ×
6 × 1,081 21.5 11.2 10.2 2.5 ○
0 ○ － 7.7 0.0 7.7 － －
4 ○ 39 16.9 9.1 7.7 0.0 －
5 × 440 20.1 10.7 9.4 1.6 ×











































図 6-12 安全性・使用性の性能照査の結果（CASE2，内ケーブル破断：G4 桁 6 本，G3 桁 2 本） 
(a) 安全性（曲げ破壊）の照査 (b) 使用性（乗り心地）の照査 
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3)  既設鉄道 PC 桁の高欄等の付帯構造物が，実曲げ剛性に対して寄与する度合いを評価するこ
とを目的として，重量が既知の保守用車両を静的に載荷してたわみを測定し，解析値と比較し
た結果，本検討で用いた PC 桁（複線 8 主桁）では，実曲げ剛性は，高欄等付帯構造物を設計








(6.2) 鉄道総合技術研究所：鉄道構造物等設計標準・同解説 コンクリート構造物，丸善，2004.4 
(6.3) 金田淳，小林薫：鉄道用PC桁の曲げ剛性の評価，土木学会第62回年次学術講演会概要集，
Vol.62，Ⅳ-315，pp.629-630，2007.9 
(6.4) 鉄道総合技術研究所：鉄道構造物等設計標準・同解説 変位制限，丸善，2006.2 
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第７章  結論 
 
7.1 本章の目的 
本論文は，鉄道 PC 桁における維持管理に関する課題を踏まえ，既設鉄道 PCI形桁を対象とし
て，外ケーブル張力モニタリング方式による維持管理手法について取りまとめたものである。 
PC 構造物は，RC 構造物や鋼構造物と比較すると歴史の浅い構造形式であり，我が国初の PC
桁に関する設計施工指針は，1955年に制定された土木学会による「プレストレストコンクリート
設計施工指針」(7.1)である。鉄道では，1950 年代前半に PC 桁が架設されはじめ，基準としては，
1965年に日本国有鉄道が「プレストレストコンクリート鉄道橋設計施工基準（案）設計編，施工
編」(7.2)を制定している。現在では，10,000連以上の鉄道 PC橋梁が供用されており，山陽新幹線





















7.2  本研究で得られた結論 













































供試体による実験値およびソリッド要素を用いた 3 次元非線形 FEM 解析値と比較することによ
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1)  実橋梁を模擬した 1/2スケールの大型供試体を用いて載荷実験を行った結果，3種類のセンサ
とも内ケーブルの張力解放に応じて変動する外ケーブルの張力を測定することが可能である。 

















第 4 章「定着部付近での内ケーブルの破断を想定した鉄道 PCI 形桁のせん断耐力に関する研究」




































































3)  既設鉄道 PC 桁の高欄等の付帯構造物が，実曲げ剛性に対して寄与する度合いを評価するこ
とを目的として，重量が既知の保守用車両を静的に載荷してたわみを測定し，解析値と比較し
た結果，本検討で用いた PC 桁（複線 8 主桁）では，実曲げ剛性は，高欄等付帯構造物を設計





7.3  鉄道 PC 桁の予防維持管理を目指したシナリオデザイン 
7.3.1  PC 桁管理の予防維持管理への転換 









































7.3.2  外ケーブル張力モニタリング方式を適用する PC 桁選定の方策 






















































































































常の維持管理に使用することが望ましい。なお，第 5 章 5.8「試験施工橋梁の解析」および 5.9



















































PC グラウトの充填不足が確認された PC 桁では，PC グラウトの再注入を実施することとなる。





としたのは，第 5 章 5.8.2 (1)「設計Ⅰ」に示しているとおり，外ケーブル張力モニタリング方






写真 7-1 試験施工橋梁の検査用足場 







































































年度から 2012 年度の約 4 年間および同構造技術室，京都大学大学院工学研究科社会基盤工学専
































































ラ建設 山下亮氏，(独)土木研究所 河野哲也氏，㈱国際建設技術研究所 葛目和宏氏，電気化学工
業㈱ 宮口克一氏，西日本旅客鉄道㈱ 吉田隆浩氏，(一財)日本塗料検査協会 山田卓司氏，三井住
友建設㈱ 室田敬氏，同佐々木亘氏とは，互いの研究内容について熱心な議論を交わすことによ
って多くのことを教わり，見識を深めることができました。特に，山田氏，室田氏，佐々木氏と
は，博士後期課程の同期入学ということもあり，協力し合いながら取り組むとともに，様々な場
面で助言をいただきました。これら社会人博士課程の方々から多くのアドバイスをいただいたこ
とに心よりお礼申し上げます。 
 
最後に，常に暖かく見守り続けてくれた両親および研究に専念できるよう配慮し，応援してく
れた妻由美子，長男一樹，長女理沙に感謝の気持ちを捧げます。 
